
JP 2016-121760 A5 2016.12.22

10

【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第５部門第２区分
【発行日】平成28年12月22日(2016.12.22)

【公開番号】特開2016-121760(P2016-121760A)
【公開日】平成28年7月7日(2016.7.7)
【年通号数】公開・登録公報2016-040
【出願番号】特願2014-262225(P2014-262225)
【国際特許分類】
   Ｆ１６Ｄ  27/112    (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｆ１６Ｄ   27/10     ３４１Ｋ
   Ｆ１６Ｄ   27/10     ３４１Ｒ
   Ｆ１６Ｄ   27/10     ３４１Ｚ

【手続補正書】
【提出日】平成28年11月2日(2016.11.2)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　通電時に電磁吸引力を発生する電磁コイル（３６）と、
　駆動源からの回転駆動力を受けて回転中心線（Ｏ）を中心に回転するロータ（１０）と
、
　前記電磁コイルの通電時に前記電磁吸引力によって前記ロータに連結されるとともに、
前記電磁コイルの非通電時に前記ロータから切り離されるアーマチュア（２０）と、
　前記ロータの内部に配置されるとともに、内部に前記電磁コイルを収納するステータ（
３０）とを備え、
　前記ロータは、前記回転中心線を中心とする外側円筒部（１１）と、前記外側円筒部の
内側に配置され、前記回転中心線を中心とする内側円筒部（１２）と、前記外側円筒部お
よび前記内側円筒部の前記アーマチュア側の端部同士を結ぶ壁部（１３）とを有し、
　前記ステータは、前記回転中心線を中心とする外側円筒部（３１）と、前記ステータの
外側円筒部の内側に配置され、前記回転中心線を中心とする内側円筒部（３２）と、前記
ステータの外側円筒部および内側円筒部の前記アーマチュアから離れた側である反アーマ
チュア側の端部同士を結ぶ壁部（３３）とを有し、
　前記ステータの外側円筒部および内側円筒部は、前記ロータの外側円筒部、内側円筒部
および壁部に囲まれた内部空間（６００）に配置され、前記ステータの外側円筒部の外周
面（３１１）は、前記ロータの外側円筒部の内周面（１１１）に対して隙間（Ｇ１）を有
して対向し、かつ、前記ステータの内側円筒部の内周面（３２１）は、前記ロータの内側
円筒部の外周面（１２１）に対して隙間（Ｇ２）を有して対向しており、
　前記電磁コイルは、前記ステータの外側円筒部、内側円筒部および壁部に囲まれた内部
空間（３００）に配置されており、
　前記ロータの外側円筒部（１１）の内周面（１１１）は、第１内周面（１１１ａ）と、
前記第１内周面よりも前記反アーマチュア側に位置し、直径（Ｒ１１１ｂ）が前記第１内
周面の直径（Ｒ１１１ａ）よりも大きな第２内周面（１１１ｂ）と、テーパ形状の段差部
とを有する段付き形状であり、
　前記ロータの内側円筒部（１２）の外周面（１２１）は、第１外周面（１２１ａ）と、
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前記第１外周面よりも前記反アーマチュア側に位置し、直径（Ｒ１２１ｂ）が前記第１外
周面の直径（Ｒ１２１ａ）よりも小さな第２外周面（１２１ｂ）と、テーパ形状の段差部
とを有する段付き形状であり、
　前記ロータの外側円筒部および内側円筒部は、前記ロータの外側円筒部と内側円筒部の
前記ロータの径方向における間隔について、前記回転中心線の軸線方向での中心位置より
も前記アーマチュア側の位置での第１間隔（Ｄ１１）と比較して、前記中心位置よりも前
記反アーマチュア側の位置での第２間隔（Ｄ１２）が広い（Ｄ１１＜Ｄ１２）という関係
を有し、
　前記ステータの外側円筒部（３１）の外周面（３１１）は、第１外周面（３１１ａ）と
、前記第１外周面よりも前記反アーマチュア側に位置し、直径（Ｒ３１１ｂ）が前記第１
外周面の直径（Ｒ３１１ａ）よりも大きな第２外周面（３１１ｂ）と、テーパ形状の段差
部とを有する段付き形状であり、
　前記ステータの内側円筒部（３２）の内周面（３２１）は、第１内周面（３２１ａ）と
、前記第１内周面よりも前記反アーマチュア側に位置し、直径（Ｒ３２１ｂ）が前記第１
内周面の直径（Ｒ３２１ａ）よりも小さな第２内周面（３２１ｂ）と、テーパ形状の段差
部とを有する段付き形状であり、
　前記ステータの外側円筒部および前記内側円筒部は、前記ステータの外側円筒部の外周
面と前記ステータの内側円筒部の内周面との間の前記ステータの径方向における距離につ
いて、前記回転中心線の軸線方向での中心位置よりも前記アーマチュア側の位置での第１
距離（Ｄ２１）と比較して、前記中心位置よりも前記反アーマチュア側の位置での第２距
離（Ｄ２２）が長い（Ｄ２１＜Ｄ２２）という関係を有し、
　前記ステータの外側円筒部と内側円筒部の少なくとも一方は、前記ステータの径方向に
おける厚さについて、前記回転中心線の軸線方向での中心位置よりも前記アーマチュア側
の位置での第１厚さ（Ｔ１、Ｔ３）と比較して、前記中心位置よりも前記反アーマチュア
側の位置での第２厚さ（Ｔ２、Ｔ４）が厚い（Ｔ１＜Ｔ２、Ｔ３＜Ｔ４）という関係を有
することを特徴とする電磁クラッチ。
【請求項２】
　前記ロータの外側円筒部の段差部と、前記ロータの内側円筒部の段差部と、前記ステー
タの外側円筒部の段差部と、前記ステータの内側円筒部の段差部とのそれぞれは、前記回
転中心線の軸線方向における前記電磁コイルの前記アーマチュア側の端の位置（Ｐ１）と
前記電磁コイルの前記反アーマチュア側の端の位置（Ｐ２）との間に位置することを特徴
とする請求項１に記載の電磁クラッチ。
【請求項３】
　前記ステータの外側円筒部（３１）は、前記第１厚さ（Ｔ１）と比較して、前記第２厚
さ（Ｔ２）が厚いという関係を有し、
　前記ロータの外側円筒部は、前記ロータの径方向における厚さについて、前記回転中心
線の軸線方向での中心位置よりも前記アーマチュア側の位置での第１厚さ（Ｔ１１）と比
較して、前記中心位置よりも前記反アーマチュア側の位置での第２厚さ（Ｔ１２）が薄い
という関係を有することを特徴とする請求項１または２に記載の電磁クラッチ。
【請求項４】
　前記ステータの内側円筒部は、前記第１厚さ（Ｔ３）と比較して、前記第２厚さ（Ｔ４
）が厚いという関係を有し、
　前記ロータの内側円筒部は、前記ロータの径方向における厚さについて、前記回転中心
線の軸線方向での中心位置よりも前記アーマチュア側の位置での第１厚さ（Ｔ１３）と比
較して、前記中心位置よりも前記反アーマチュア側の位置での第２厚さ（Ｔ１４）が薄い
という関係を有することを特徴とする請求項１ないし３のいずれか１つに記載の電磁クラ
ッチ。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
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【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　上記目的を達成するため、請求項１に記載の発明では、
　通電時に電磁吸引力を発生する電磁コイル（３６）と、
　駆動源からの回転駆動力を受けて回転中心線（Ｏ）を中心に回転するロータ（１０）と
、
　電磁コイルの通電時に電磁吸引力によってロータに連結されるとともに、電磁コイルの
非通電時にロータから切り離されるアーマチュア（２０）と、
　ロータの内部に配置されるとともに、内部に電磁コイルを収納するステータ（３０）と
を備え、
　ロータは、回転中心線を中心とする外側円筒部（１１）と、外側円筒部の内側に配置さ
れ、回転中心線を中心とする内側円筒部（１２）と、外側円筒部および内側円筒部のアー
マチュア側の端部同士を結ぶ壁部（１３）とを有し、
　ステータは、回転中心線を中心とする外側円筒部（３１）と、ステータの外側円筒部の
内側に配置され、回転中心線を中心とする内側円筒部（３２）と、ステータの外側円筒部
および内側円筒部のアーマチュアから離れた側である反アーマチュア側の端部同士を結ぶ
壁部（３３）とを有し、
　ステータの外側円筒部および内側円筒部は、ロータの外側円筒部、内側円筒部および壁
部に囲まれた内部空間（６００）に配置され、ステータの外側円筒部の外周面（３１１）
は、ロータの外側円筒部の内周面（１１１）に対して隙間（Ｇ１）を有して対向し、かつ
、ステータの内側円筒部の内周面（３２１）は、ロータの内側円筒部の外周面（１２１）
に対して隙間（Ｇ２）を有して対向しており、
　電磁コイルは、ステータの外側円筒部、内側円筒部および壁部に囲まれた内部空間（３
００）に配置されており、
　ロータの外側円筒部（１１）の内周面（１１１）は、第１内周面（１１１ａ）と、第１
内周面よりも反アーマチュア側に位置し、直径（Ｒ１１１ｂ）が第１内周面よりも大きな
第２内周面（１１１ｂ）と、テーパ形状の段差部とを有する段付き形状であり、
　ロータの内側円筒部（１２）の外周面（１２１）は、第１外周面（１２１ａ）と、第１
外周面よりも反アーマチュア側に位置し、直径（Ｒ１２１ｂ）が第１外周面よりも小さな
第２外周面（１２１ｂ）と、テーパ形状の段差部とを有する段付き形状であり、
　ロータの外側円筒部および内側円筒部は、ロータの外側円筒部と内側円筒部のロータの
径方向における間隔について、回転中心線の軸線方向での中心位置よりもアーマチュア側
の位置での第１間隔（Ｄ１１）と比較して、中心位置よりも反アーマチュア側の位置での
第２間隔（Ｄ１２）が広い（Ｄ１１＜Ｄ１２）という関係を有し、
　ステータの外側円筒部（３１）の外周面（３１１）は、第１外周面（３１１ａ）と、第
１外周面よりも反アーマチュア側に位置し、直径（Ｒ３１１ｂ）が第１外周面よりも大き
な第２外周面（３１１ｂ）と、テーパ形状の段差部とを有する段付き形状であり、
　ステータの内側円筒部（３２）の内周面（３２１）は、第１内周面（３２１ａ）と、第
１内周面よりも反アーマチュア側に位置し、直径（Ｒ３２１ｂ）が第１内周面よりも小さ
な第２内周面（３２１ｂ）と、テーパ形状の段差部とを有する段付き形状であり、
　ステータの外側円筒部および内側円筒部は、ステータの外側円筒部の外周面とステータ
の内側円筒部の内周面との間のステータの径方向における距離について、回転中心線の軸
線方向での中心位置よりもアーマチュア側の位置での第１距離（Ｄ２１）と比較して、中
心位置よりも反アーマチュア側の位置での第２距離（Ｄ２２）が長い（Ｄ２１＜Ｄ２２）
という関係を有し、
　ステータの外側円筒部と内側円筒部の少なくとも一方は、ステータの径方向における厚
さについて、回転中心線の軸線方向での中心位置よりもアーマチュア側の位置での第１厚
さ（Ｔ１、Ｔ３）と比較して、中心位置よりも反アーマチュア側の位置での第２厚さ（Ｔ
２、Ｔ４）が厚い（Ｔ１＜Ｔ２、Ｔ３＜Ｔ４）という関係を有することを特徴としている
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。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１６】
　また、本発明においては、ロータの外側円筒部と内側円筒部の間隔を、アーマチュア側
よりも反アーマチュア側を広くすることにともなって、請求項３、４のように、ロータの
外側円筒部と内側円筒部の反アーマチュア側の厚さが、アーマチュア側よりも薄くなって
も、反アーマチュア側の部分は、磁束密度が低い部分であり、磁束密度が低い部分を薄く
しても、磁気性能への影響は小さい。したがって、このことからも、本発明によれば、磁
気性能の低下を抑制できると言える。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４７】
　同様に、内側円筒部１２の外周面１２１は、第１外周面１２１ａと第２外周面１２１ｂ
とを有する段付き形状である。第１外周面１２１ａは、直径Ｒ１２１ａが均一である。第
２外周面１２１ｂは、第１外周面１２１ａよりも反アーマチュア側に位置し、直径Ｒ１２
１ｂが均一かつ第１外周面１２１ａよりも小さい。
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